
は じ め に 
 
この記録は、平成３０年中に本県で発生した災害の被害状況及び気象状況等を収録し

たものです。 
平成３０年は、日本各地で地震、豪雨、台風等の災害が連続して発生しました。特に、

６月２８日以降の西日本を中心とする大雨による平成３０年７月豪雨、台風第２１号、

第２４号、９月６日に北海道胆振東部地方中東部で発生した地震等により、日本全国で

広範囲の地域に被害が生じました。そして、国においては平成３０年７月豪雨災害を踏

まえて、避難に関する今後の取組として「学校における防災教育・避難訓練」や、「地域

防災リーダーの育成」、「警戒レベルの導入」等、関係省庁が連携して実施する具体的な

内容がとりまとめられたところです。 
一方、平成３０年中に本県で発生した災害による被害総額は、約２７５億円にのぼり

ました。特に、台風第７号、第２４号、第２５号など、８個の台風の襲来により、３名

の死者が発生するとともに、土木施設や農産物等に大きな被害が生じました。また、霧

島山においては、３月から６月にかけて新燃岳や硫黄山が噴火したところです。 
このような災害から県民の生命や財産を守るため、県では防災行政無線や全国瞬時警

報システム（J―ALERT）の整備、携帯電話への防災・防犯情報メールサービスの提供な
どにより、災害時において、県民に迅速・的確に災害情報を提供できるよう防災体制の

充実を図っております。 
また、地域における防災活動のリーダーとなる防災士の養成を図るとともに、県総合

防災訓練や県民一斉防災行動訓練（みやざきシェイクアウト）の実施、防災啓発キャン

ペーンに取り組むなど、自助・共助による地域防災力の向上を推進しています。 
これからも、県地域防災計画等に基づき、県民の皆さんや各防災関係機関と一層連携

しながら、安全で安心して暮らせる社会を目指してまいりたいと考えております。 
関係機関等におかれましては、本記録を防災上の関係資料として御活用していただけ

れば幸いに存じます。 
最後に、この記録の収録に当たり御協力をいただきました宮崎地方気象台をはじめ、

関係機関の皆様に対しまして、厚くお礼を申し上げます。 
 
令和２年３月 
         宮崎県危機管理統括監 藪田 亨 
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凡   例 
 
 
 
１ 本記録は、気象概況・災害概況・個別災害・自衛隊の災害派遣状況・資料の、合わせ

て５つの章で構成されている。 
 
２ 本文中の被害額の単位は、千円である。 
 
３ 災害による被害の報告に関する定義については、「災害報告取扱要領」（昭和４５年４

月１０日消防防第２４６号消防庁長官通達）を参照した。 
 
４ 第２章において、「人的・住家等の被害状況」や「区分別・個別災害別被害額等」につ

いては、総務省消防庁へ提出した「平成 30年 災害年報」（第３号様式）を一部参照し
た。 

 
５ 市町村ごとで区分不能な被害額（通信施設・鉄道施設）については、「（県内一円）」で

計上した。 
 
６ 「営農施設」については、「農林水産業被害報告とりまとめ要領」（昭和４８年５月２ 
１日付４８総第３８２号農林事務次官依命通達）を参考に取りまとめを行った。 
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